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　営業面では、環境にやさしい小型４ストロークエンジンを搭載し
た園芸用機器の拡販に力を入れるとともに、当社の強みであるお
客様に密着した営業・サービス品質の維持・向上に努めました。 
■ 世界不況と円高の影響で連結業績は減収減益 
　当中間期の連結業績につきましては、売上高は、世界的に経済
不況が続く中で電動工具の需要が減少するとともに、各国通貨に
対する円高の影響などから前年同期比３２.４％減の１１８,６８１百万
円となりました。 
　利益面においては、需要の減少や在庫調整のための減産により
工場の稼働率が悪化し売上原価率が上昇したほか、グループを挙
げて経費の削減に努めたものの販売費及び一般管理費は前年同
期比１８.９％減に留まり、営業利益は同５８.８％減の１４,８６６百万円（営
業利益率１２.５％）となりました。また税金等調整前四半期純利益
は前年同期比５０.２％減の１７,２７１百万円（税金等調整前四半期純
利益率１４.６％）、当社株主に帰属する四半期純利益は同５７.３％減
の１０,６２２百万円（当社株主に帰属する四半期純利益率９.０％）と
なりました。 
　地域別の売上高については、次のとおりです。 
　国内は、住宅市場が回復しない中で、園芸用機器は堅調であっ
たものの電動工具需要の落ち込みをカバーしきれず、 前年同期
比１４.６％減の２０,８３１百万円となりました。 
　欧州は、西欧の建築需要が低迷し、ロシア経済の停滞や東欧の
金融不況によって工具需要も減少したため、前年同期比３７.９％減
の５１,６５２百万円となりました。 
　北米は、米国住宅市場の低迷や金融不況により販売店の在庫投
資が低調に推移したことなどから、前年同期比３１.１％減の１７,７８９
百万円となりました。 
　アジアは、建築需要が本格的な回復には至らず、前年同期比
３４.５％減の８,６２０百万円となりました。 
　その他地域は、中南米とオセアニアでは地域経済の中心である
ブラジルとオーストラリアの需要が現地通貨ベースでは堅調に推
移しましたが、前年同期に比べて為替が円高になったことなどから、
それぞれ前年同期比３０.１％減の７,３９８百万円、２３.２％減の６,５３３
百万円となりました。また中近東・アフリカでは建築需要が減少し

たため前年同期比４１.２％減の５,８５８百万円となりました。 
■ 今後の見通しと対処すべき課題 
　今後の見通しにつきましては、電動工具市場が世界的に低迷す
る中、競争はさらに激しさを増す傾向にあります。アジアや新興国
では緩やかに回復の動きを見せておりますが、世界経済の先行き
は依然不透明であり、為替相場の動向にも予断が許されないなど、
経営環境は当面厳しい状況が続くものと予想しております。 
　こうした状況をふまえて当社グループは、プロユーザー満足度
の高い新製品開発、高品質とコスト競争力を両立させたグローバ
ルな生産体制、国内および海外各地域における業界No.１の販売・
アフターサービス体制を維持・拡充することにより高いブランド力
を構築し、「Strong Company」の実現、すなわち世界各地域に
おけるプロ用電動工具をはじめ、エア工具、園芸用機器など工具
の国際的総合サプライヤーとしてトップシェアの維持・獲得を目指
してまいります。 
　なお、当社はエンジン式園芸用機器の開発体制の強化と商品拡
充を図るため、本年１０月１日付で東京都立川市に東京技術開発セ
ンターを開設いたしました。同センターでは、主に２ストロークエ
ンジンの課題である環境性能の向上のための技術開発に取り組
んでまいります。 
■ 中間配当金は１株につき１５円 
　当社は、年間配当金１８円を下限とし、連結配当性向３０％以上と
することを利益配分の基本方針としております。当期の中間配当
金につきましては、本年４月に発表のとおり、１株につき１５円とさ
せていただきました。 
　期末配当金につきましては、当期の業績が確定する来年４月下
旬開催の取締役会において、上記の配当方針に従って配当額を決
定し、株主総会において皆様にご審議いただく予定でございます。 
　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援ご協力を
賜りますようお願い申しあげます。 
 
　　２００９年１１月 

取締役社長 

２ 



（注）1.上記およびこの報告書で記載している金額は原則として百万円未満を四捨五入して表示しております。     
2.当社は、前期までの連結財務諸表について、当期の連結財務諸表の表示方法に合わせて組替えおよび修正表示をしております。     

　　　 ｢当社株主に帰属する当期純利益｣は、2009年3月期までの｢当期純利益｣と同じ内容です。    

連結売上高 

営業利益 

売上高営業利益率 

税金等調整前当期純利益 

当社株主に帰属する当期純利益 

売上高純利益率 

当社株主の資本合計 

総資産 

株主資本比率 

設備投資額 

減価償却費 

研究開発費 

従業員数（人） 

期中平均株式数（株） 

1株当たり当社株主に帰属する当期純利益（円） 

1株当たり配当金（円） 

１７５,５５８ 

３６,０４７ 

２０.５％ 

３４,７１０ 

２４,８５１ 

１４.２％ 

３１６,５１９ 

３８２,０００ 

８２.９％ 

９,８２７ 

４,４２６ 

３,４９３ 

１０,７９９ 

１４１,５２１,１６２ 

１７５.６ 

３０.０ 

１１８,６８１ 

１４,８６６ 

１２.５% 

１７,２７１ 

１０,６２２ 

９.０% 

２８５,８３０ 

３３５,３６１ 

８５.２% 

６,７０２ 

４,０７１ 

３,３２４ 

１０,１３１ 

１３７,７６２,８１４ 

７７.１ 

１５.０ 

（単位：百万円） 

△　３２.４ 

△　５８.８ 

－ 

△　５０.２ 

△　５７.３ 

－ 

△　  ９.７ 

△　１２.２ 

－ 

△　３１.８ 

△　  ８.０ 

△　  ４.８ 

△　  ６.２ 

－ 

△　５６.１ 

－ 

増減率（％）

■ 主な経営指標　（米国会計基準）

連結業績の推移

２００８年９月中間期 ２００９年９月中間期

１６９,５３７ 

３３,８９９ 

２０.０% 

３４,６２９ 

２３,５９６ 

１３.９% 

３２０,１４４ 

３９３,１４８ 

８１.４% 

７,１６１ 

３,８７９ 

２,８２６ 

１０,０９３ 

１４３,７２５,２８６ 

１６４.２ 

３０.０ 

２００７年９月中間期

 

２００９年３月期

２９４,０３４ 

５０,０７５ 

１７.０％ 

４４,４４３ 

３３,２８６ 

１１．３％ 

２８３,４８５ 

３３６,６４４ 

８４．２％ 

１７,０４６ 

８,８８７ 

６,８８３ 

１０,４１２ 

１４０,５１８,５８２ 

２３６.９ 

８０．０ 

３ 



営業利益率・当社株主に帰属する当期純利益率

1株当たり配当金

２５.０ 

２０.０ 

1５.０ 

１０.０ 

５.０ 

０ 

（％） 

07/9 
（上期） 

08/3 
（下期） 

09/3 
（下期） 

09/9 
（上期） 

08/9 
（上期） 

売上高純利益率 

地域別生産台数

 

１,０００ 

８００ 

６００ 

４００ 

２００ 

０ 

（万台） 

日本 北米 欧州 中国 中南米 

中間配当 期末配当 中間期 通期 

（円） 

３００ 

２５０ 

２００ 

１５０ 

１００ 

５０ 

０ 

（円） 

地域別売上高

１,５００ 

１,０００ 

５００ 

０ 

（億円） 

07/9 
（上期） 

08/3 
（下期） 

08/9 
（上期） 

09/3 
（下期） 

09/9 
（上期） 

07/9 
（上期） 

08/3 
（下期） 

09/3 
（下期） 

09/9 
（上期） 

08/9 
（上期） 

日本 北米 欧州 アジア その他 売上高営業利益率 

１３.９ 

２０.０ 
１９.１ 

２０.５ 

１３.０ 

１株当たり当社株主に帰属する当期純利益１株当たり株主資本

２,０００ 

1,５００ 

１,０００ 

５００ 

０ 

（円） 

２,２２７ ２,２０１ ２,２４９ 

２,０５８ ２,０７５ 

2007年 
9月期 

2008年 
3月期 

2009年 
3月期 

2009年 
9月期 

2008年 
9月期 

 2007年 
3月期 

2008年 
3月期 

2010年 
3月期 

2009年 
3月期 

2007年 
3月期 

2008年 
3月期 

2010年 
3月期 

2009年 
3月期 

１０７.１ 

２５７.３ 

１６４.２ 

３２０.３ 

１７５.６ 

２３６.９ 

７７.１ 

９０ 

８０ 

７０ 

６０ 

５０ 

４０ 

３０ 

２０ 

１０ 

０ 

１９ 

５５ 

７４ 

９７ 

３０ 

６７ 

１,０３７ 

１,１４５ １,１６０ 

８３８ 

５８２ 
１４.２ １１.８ 

７.１ 

１２.５ 

９.０ 

８０ 

３０ 

５０ 

１５ 

2006年 
3月期 

2006年 
3月期 

１７９.５ 

２８１.１ 

１９ 

３８ 

５７ 

４ 

１,６９５ １,７３１ １,７５６ 

１,１８５ １,１８７ 

１９８ 

２３ 

３８０ 

２９ 
５２ 
９８ 

１７８ 

５１７ 

２０８ 

８６ 



連結決算の概要

■ 連結貸借対照表　（米国会計基準） （単位：百万円） 

２００９年３月期 ２００９年３月期２００９年９月期 ２００９年９月期増　減 増　減

資産の部  

流動資産  

現金及び現金同等物  

定期預金  

有価証券  

受取手形  

売掛金  

貸倒引当金  

棚卸資産  

繰延税金資産  

その他の流動資産 

流動資産合計 

有形固定資産  

土地  

建物及び構築物  

機械装置及び備品  

建設仮勘定  

減価償却累計額 

有形固定資産合計 

投資その他の資産  

投資有価証券  

繰延税金資産  

その他の資産 

投資その他の資産合計 

資産合計  

負債の部  

流動負債  

短期借入金  

支払手形及び買掛金  

未払給与及び賞与  

その他の未払費用等  

未払法人税等  

繰延税金負債 

流動負債合計 

固定負債  

長期債務  

退職給付引当金 

繰延税金負債 

その他の固定負債 

固定負債合計 

負債合計 

資本の部  

当社株主の資本   

資本金  

資本剰余金  

利益剰余金 

　その他の包括利益（△損失）累計額 

　自己株式、取得原価

　当社株主の資本合計  

非支配持分

資本合計

負債及び資本合計   

３４，２１５ 

２,６２３ 

２９，４７０ 

２,６１１ 

４３,０７８ 

　　 １,１２９ 

１１１,００２ 

７,２６４ 

１１,２６９ 

２４０,４０３ 

 

１８,１７３ 

６５,２２３ 

７４,４５８ 

４,５１６ 

８９,６７４ 

７２,６９６ 

 

１１,２９０ 

５,０５０ 

７,２０５ 

２３,５４５ 

３３６,６４４

４１,９４８ 

５,３５１ 

３４,１０１ 

２,４２０ 

４３,８２５ 

△　 １,０９７ 

９５,２９９ 

６,２２６ 

８,５７４ 

２３６,６４７

 

１８,４３３ 

６７,１１１ 

７４,４８０ 

４,７６３ 

△　 ９１,１３０ 

７３,６５７

 

１２,７８３ 

３,７６３ 

８,５１１ 

２５,０５７

３３５,３６１

７,７３３ 

２,７２８ 

４,６３１ 

△      １９１ 

７４７ 

３２ 

△  １５,７０３ 

△　 １,０３８ 

△　 ２,６９５ 

△　 ３,７５６

 

２６０ 

１,８８８ 

２２ 

２４７ 

△　 １,４５６ 

９６１

 

１,４９３ 

△　 １,２８７ 

１,３０６ 

１,５１２

△　 １,２８３

△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

  ２３９ 

１４,８２０ 

７，３６１ 

１５，５７５ 

２，７７２ 

５０ 

４０，８１７

 

８１８ 

７，１１６ 

５４８ 

１，５９９ 

１０，０８１

５０，８９８ 

  

 

２３，８０５ 

４５，４２０ 

２６３，１５６ 

４２，４６１

 ６，４３５

２８３，４８５

２，２６１

２８５，７４６

３３６，６４４

６２８ 

１２,５１９ 

７,４０８ 

１４,３２１ 

１,６２１ 

８２ 

３６,５７９

 

５６６ 

６,２９４ 

８５３ 

３,０００ 

１０,７１３

４７,２９２

 

 

２３,８０５ 

４５,４２０ 

２６６,８９０ 

４３,８４５ 

６,４４０ 

２８５,８３０

２,２３９

２８８，０６９

３３５,３６１

３８９ 

△　 ２,３０１ 

４７ 

△　 １,２５４ 

△　 １,１５１ 

３２ 

△　 ４,２３８

 

△  　 ２５２ 

△  　 ８２２ 

３０５ 

１,４０１ 

６３２

△　 ３,６０６

  

 

－  

 －  

３,７３４ 

△　 １,３８４ 

△　 　   ５ 

２,３４５

△        ２２

２，３２３

△　 １,２８３

５ 

　　　　　　　　前期末比１４．１％減少 
棚卸資産は前期末より１５７億円減少し、９５３億円となりました。世界的な不
況により需要が低迷する中、各工場で在庫圧縮のために減産を行いました。 

棚卸資産



■ 連結損益計算書　（米国会計基準）

売上高 

売上原価 

売上総利益

販売費及び一般管理費 

営業利益

営業外損益

　受取利息及び配当金 

　支払利息 

　為替差損益(純額) 

　有価証券実現損益(純額) 

税金等調整前四半期純利益

法人税等 

　当期税額 

　期間配分調整額 

四半期純利益

非支配持分に帰属する利益 

当社株主に帰属する四半期純利益

１７５，５５８

１００，８２４ 

７４，７３４

３８,６８７ 

３６，０４７

１,３３７

９５４ 

　１６９ 

１，４６２ 

６６０ 

３４，７１０

９，６０２ 

７，６８６ 

１，９１６ 

２５，１０８

２５７ 

２４,８５１

（単位：百万円） 

増減額 増減率（%）２００８年９月期 ２００９年９月期 売上高 「世界不況と円高により減収」

１，１８７億円

売上高は前年同期に比べ３２.４%減少し、

１,１８７億円となりました。 

為替は全通貨に対して加重平均で１７．８％

円高に推移しており、その影響で売上

高が２１２億円目減りしています。 

 

 

 

 

 

△ 

 

△ 

△ 

△ 

 

 

 

 

 

△ 

 

１１８,６８１

７２,４５４ 

４６,２２７

３１,３６１ 

１４,８６６

２,４０５

３５６ 

△     　４８ 

１,９４６ 

１５１ 

１７,２７１

６,５０８ 

４,９６４ 

１,５４４ 

１０,７６３

△   　１４１ 

１０,６２２

 △  ５６,８７７

△  ２８,３７０ 

△  ２８,５０７

△　 ７,３２６ 

△  ２１,１８１

３,７４２

△   　５９８ 

１２１ 

３,４０８ 

８１１ 

△  １７,４３９

△　 ３,０９４ 

△　 ２,７２２ 

△  　 ３７２ 

△  １４,３４５

１１６

△　１４,２２９ 

 

 △　 ３２.４

△　 ２８.１ 

△　 ３８.１

△　 １８.９ 

△　 ５８.８

－ 

△　 ６２.７ 

△　 ７１.６ 

－ 

－ 

△　 ５０.２

△　 ３２.２ 

△　 ３５.４ 

△　 １９.４ 

△　 ５７.１

－ 

△　 ５７.３ 

 

 

1株当たり当社株主に帰属する四半期純利益

期中平均為替相場
 円/ドル 
 円/ユーロ 

１７５．６円 
 

１０６．１円 
１６２．８円 

７７.１円 
 

９５.５円 
１３３.２円 

 

△９８.５円 
 

１０.６円高 
２９.６円高 

海外
８２．４％
９７９億円

国内
１７．６％
２０８億円

四半期業績は持ち直しの動き

世界不況により昨年９月以降は当社の

業績も大きな影響を受けましたが、こ

の１年間を四半期毎の業績で振り返り

ますと、第1四半期以降は緩やかながら、

徐々に持ち直しの動きが見え始めてい

ます。 

営業利益 売上高 

第４四半期 
２００９年 
１-３月 
 

第１四半期 
２００９年 
４-６月 

第２四半期 
２００９年 
７-９月 

第３四半期 
２００８年 
１０-１２月 

５５１ ５５４ 

６３３ ６３４ 

９９ 

４２ 

６６ 

８２ 

（単位：億円） 

６ 



■ 連結キャッシュ・フロー計算書　（米国会計基準）

連結決算の概要

２００９年９月期２００８年９月期

営業活動によるキャッシュ・フロー

　四半期純利益

　営業活動による純増への調整

 減価償却費 

 法人税等期間配分調整額 

 売却可能有価証券実現損益、純額 

 固定資産売除却損、純額 

 流動資産・負債の変動 

  　受取手形及び売掛金 

  　棚卸資産 

  　支払債務及び未払費用 

 　 未払法人税等 

  　退職給付債務 

  その他、純額 

営業活動による純増  

投資活動によるキャッシュ・フロー

　資本的支出 

　売却可能有価証券の購入 

　売却可能有価証券の売却 

　売却可能有価証券の償還 

　満期保有目的有価証券の償還 

　固定資産の売却 

　定期預金の増減、純額 

　　その他、純額 

投資活動による純増（△純減）  

財務活動によるキャッシュ・フロー

　短期借入金の増減、純額 

　自己株式の取得及び売却、純額 

　配当金 

　その他、純額 

財務活動による純減

換算レートの変動に伴う影響額 

現金及び現金同等物の増減

現金及び現金同等物期首残高 

現金及び現金同等物四半期末残高  

 

２５,１０８

１０,８８６ 

４,４２６ 

１,９１６ 

６６０ 

３２４ 

 

２,３０８ 

１０,４９８ 

２,５１８ 

２,６０２ 

１,１８０ 

８９４ 

１４,２２２

 

９,８２７ 

３４３ 

１２,１４７ 

２,０００ 

３００ 

１４５ 

１,１７６ 

１１４ 

３,１３２

 

６２０ 

１１,９４７ 

９,６３２ 

３１２ 

２２,５１１

１,５２９ 

３,６２８

４６,３０６

４２,６７８

（単位：百万円） 

 

フリー・キャッシュ・フロー

１７３億円
フリー・キャッシュ・フローは企業が自由

に使うことが可能な資金を示すもので、

事業活動によって獲得した収入（「営業

活動によるキャッシュフロー」）から実

際に事業に投じた資金（「投資活動によ

るキャッシュフロー」）を差し引いた金

額で表されます。 

当中間期のフリー・キャッシュ・フローは、

四半期純利益は前年同期より減少した

ものの、生産調整により棚卸資産が減

少したことなどから、前年同期と同額の

１７３億円となりました。 

７７億円
以上の結果に為替換算による減少２６億

円を含め、７７億円の増加となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フロー

キャッシュ増加額

△７０億円
配当金の支払いなどにより７０億円の資

金支出となりました。 

 

 

△ 

 

 

 

 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

 

 

△ 

△ 

 

 

 

 

△ 

△ 

 

 

△ 

△ 

△ 

△ 

△ 

 

△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０,７６３

１７,５５１ 

４,０７１ 

１,５４４ 

△　　 １５１ 

９２ 

 

△　　 ２００ 

１４,８４１ 

△　 ２,８８６ 

８９７ 

△　　 ６３９ 

△　　   １８ 

２８,３１４

 

△　 ６,７０２ 

△　 ４,３４１ 

１,１１９ 

- 

２００ 

２７３ 

△　 １,５０６ 

△  　　 １９ 

△　１０,９７６

 

２０４ 

△　　　 ５ 

△　 ６,８８８ 

△　　 ２６５ 

△　 ６,９５４

△　 ２,６５１ 

７,７３３

３４,２１５

４１,９４８

 

営業活動によるキャッシュフロー
投資活動によるキャッシュフロー

２８３億円
△１１０億円

７ 



売　上　高 増　減

３５,３７１ 

３３,４５４ 

６８,８２５

 

日　本
日　本

欧　州

北　米

アジア

その他

合　計

セグメント間消去 

連結合計

外 部 顧 客  

セグメント間 

計

８３,１９２ 

２,７９２ 

８５,９８４

 

欧　州

外 部 顧 客  

セグメント間 

計

２６,０６２ 

２,８０９ 

２８,８７１

 

北　米

外 部 顧 客  

セグメント間 

計

６,００９ 

５１,５９７ 

５７,６０６

 

アジア

外 部 顧 客  

セグメント間 

計

２４,９２４ 

７９ 

２５,００３

 

その他

外 部 顧 客  

セグメント間 

計

９０,７３１ 

１７５,５５８

１７５,５５８ 

９０,７３１ 

２６６,２８９

２６,６９５ 

１４,０９３ 

４０,７８８

５１,９７７ 

１,１８９ 

５３,１６６

１７,６８１ 

８８４ 

１８,５６５

４,３４１ 

２５,３０８ 

２９,６４９

１７,９８７ 

４４ 

１８,０３１

△　４１,５１８ 

１１８,６８１

１１８,６８１ 

４１,５１８ 

１６０,１９９

△　  ８,６７６ 

△　１９,３６１ 

△　２８,０３７

△　３１,２１５ 

△　  １,６０３ 

△　３２,８１８

△　  ８,３８１ 

△　  １,９２５ 

△　１０,３０６

△　  １,６６８ 

△　２６,２８９ 

△　２７,９５７

△ 　 ６,９３７ 

△　　   ３５ 

△　  ６,９７２

４９,２１３ 

△　５６,８７７

△　５６,８７７ 

△　４９,２１３ 

△ １０６,０９０

 

合　計

外 部 顧 客  

セグメント間 

計

セグメント間消去 

連結合計

■ 所在地別セグメント情報　（米国会計基準）

営 業 利 益 増　減

８,９００ 

１５,５４６ 

１,１４５ 

７,４０５ 

４,１２２ 

３７,１１８ 

１,０７１ 

３６,０４７

△      １,７７９ 

５,９４２ 

１８５ 

４,０５７ 

１,２７９ 

９,６８４ 

５,１８２ 

１４,８６６

△　１０,６７９ 

△ 　 ９,６０４ 

△ 　　９６０ 

△ 　 ３,３４８ 

△ 　 ２,８４３ 

△　２７,４３４ 

６,２５３ 

△　２１,１８１

（単位：百万円） 

日　本

欧　州

北　米

アジア

その他

合　計

セグメント間消去 

連結合計

総　資　産 増　減

２４９,１３４ 

１３５,５３７ 

４２,４７９ 

５６,９３６ 

３７,３３５ 

５２１,４２１ 

１３９,４２１ 

３８２,０００

２３１,７９５ 

１０６,５７３ 

２９,４４７ 

４８,０００ 

３６,２７８ 

４５２,０９３ 

△   １１６,７３２ 

３３５,３６１

△　１７,３３９ 

△　２８,９６４ 

△　１３,０３２ 

△     ８,９３６ 

△     １,０５７ 

△　６９,３２８ 

２２,６８９ 

△　４６,６３９

２００８年９月期 ２００９年９月期 ２００８年９月期

２００８年９月期

２００９年９月期

２００９年９月期

△  

△  

 

 

 △  

売　上　高

所在地別セグメントとは  
所在地別セグメントとは当社グループ４９社の所在する地域
ごとの区分に従って「売上高」「営業利益」「資産」などを集
計したものです。グローバル化が進んでいる当社にとっては、
地域別の収益貢献度や事業効率性を知る上で有効と言 
えます。 
なお４ページの地域別売上高は販売地域別の売上高であり、
所在地別セグメントの売上高とは異なります。 

地域別の市場特徴

電動工具の地域性　（　）内は地域内のグループ会社数  
日　本－住宅は木造建築が多く、インパクトドライバなど木工用電動

工具のラインナップが充実している。（４社）  
欧　州－住宅は石造りが多く、ハンマドリルなど石工用電動工具の構

成比が高い。（２４社） 
北　米－DIYの文化が根付いているため一般の方の購入率も高い。

コード付製品に比べ扱い易い充電工具が好まれる。（４社） 
アジア－住宅は比較的石造りが多く、グラインダや振動ドリルなど長

く愛用されている定番製品が多い。（７社）  
その他－中南米、中近東・アフリカでは石工用電動工具が、オセアニ

アでは木工用電動工具の構成比が高い。（１０社） 

８ 





　「日本・ドナウ交流２００９」として秋篠宮同妃両殿下がドナウ流域４カ国ご訪問の際、その最終国として本年５月１９日から２２日の

日程でルーマニアにご滞在され、最終日に当社の生産子会社であるマキタEU S.R.L.（MMR）があるブラネスティ村の農業高校

をご視察されました。MMRは設立当初から同校と親睦を重ねており、昨年

度から週１時間のメカトロニクス教室を従業員が交代で担当していますが、

今回、両殿下ご訪問にあたりこの授業の様子をご視察いただくことになりま

した。 

　授業半ば、自席にて説明を聞いていた生徒たちに秋篠宮殿下自ら「皆さん、

前に行ったほうが見やすいのではないですか？」とお声をかけられました。

これを受け生徒全員が教材を囲み、両殿下も近づかれ、これを覗き込むよう

に生徒にお声をかけられるなど、非常に和やかで熱心なご視察となりました。 

■ 秋篠宮同妃両殿下がご視察されました（ルーマニア）

▲ 展示風景 

■ 宇宙飛行士記念博物館に当社製品が常設展示（ロシア）

　ロシアの首都、モスクワにある宇宙飛行士記念博物館に、当社の充電式ドラ

イバドリル６２１３Dが常設展示されております。当社製品は、｢宇宙船に備えられ

ている工具の引き出し｣というコーナーに展示されており｢宇宙船に備えられ

ていた工具｣との注記と共に、主に宇宙ステーション｢ミール｣やその他の宇宙

船にて使用されていたことが記されております。 

　これからも世界のプロユーザーから信頼される製品づくりに取り組むととも

に、更なるマキタブランドの浸透を図ってまいります。 

▲ 宇宙船に備えられていた工具 

▲ 授業をご視察される秋篠宮同妃両殿下 

１０ 



100mm ディスクグラインダ
ＧＡ4031
出っ張りのないボディ形状で 
研削から研磨・切断などの作業が 
さらに快適 
 

集じん機
483（Ｐ）
ぐんぐん吸い込むハイパワー集じん機 
コンパクトボディに快適機能を凝縮 
 

充電式ペンインパクトドライバ
ＴＤ021ＤＳ/Ｗ
右手でも左手でも使いやすい 
新・無段変速スイッチ採用で 
繊細な力加減が可能 

ソフトノーロード（無負荷時低回転）と 
AVT（低振動機構）により 
常に徹底された低振動を実現 
 

電動ハンマ〈5㎏クラス〉
ＨＭ0871Ｃ

屋内・屋外兼用墨出し器
ＳＫ22Ｐ
ラインポイントレーザー光で 
明るい現場でも優れた視認性 
 

コンクリート用高圧エアピン打ち機
ＡＮ250ＨＣ
パワフル＆低反動 
幅の狭い材料や壁際作業にも対応 
 

165mmスライドマルノコ
LS0612FL

★表紙の製品

82mm 電気カンナ
ＫＰ0800ＡＳＰ
精度を保ちより強く！ 
パワフル切削 
 

電動ハンマ〈15㎏クラス〉
ＨＭ1317Ｃ
破砕力アップで高能率作業 
無負荷時も負荷時も常に低振動 
 

DXT(2段ギヤ構造＆ 
切断能力向上) 
165ｍｍのノコ刃で 
312ｍｍ幅材を一発切断！ 
 

新製品ダイジェスト

１１ 



株式の状況

■ 発行可能株式総数
■ 発行済株式の総数

■ 所有者別の状況

■ 大株主（上位１０名） 
■ 株主数 １５,５７６名 

４９６,０００,０００株 

１４０,００８,７６０株 （自己株式　２,２４６,９０６株を含む） 

（２００９年３月末との比較　１,１９２名減） 
自己株式 
（１.６％） 
２,２４７千株 

金融機関・証券会社 
（３８.４％） 
５３,７６５千株 

その他 
国内法人 
（１２.３％） 
１７,２６１千株 

外国人 
（２９.７％） 
４１,５５７千株 

その他 
国内法人 
（２.６％） 
３９７名 

金融機関・証券会社 
（０.８％） 
１２９名 

個人・その他 
（９３.９％） 
１４,６２１名 

外国人 
（２.７％） 
４２８名 

個人・その他 
（１８.０％） 
２５,１７９千株 

自己株式（０.０％）１名 

株式数

株主数

（２００９年９月３０日現在） 

株　　　主　　　名

合　　計

株式数（千株） 持株比率（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 

株式会社三菱東京UFJ銀行 

日本生命保険相互会社  

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ デポジタリー バンク フォー デポジタリー レシート ホルダーズ 

マキタ取引先投資会 

株式会社マルワ 

株式会社三井住友銀行 

野村信託銀行株式会社（投信口） 

ザ チェース マンハッタン バンク エヌエイ ロンドン エス エル オムニバス アカウント 

９,６２８ 

８,４９７ 

５,２１３ 

４,０１３ 

３,９５０ 

３,９０８ 

３,６６９ 

２,９００ 

２,０３６ 

２,０１１ 

４５,８２５ 

６.８８ 

６.０７ 

３.７２ 

２.８７ 

２.８２ 

２.７９ 

２.６２ 

２.０７ 

１.４５ 

１.４４ 

３２.７３ 

（注） １. 持株比率は当中間期末の発行済株式の総数（自己株式を含む）を基に算出しております。
２. ザ バンク オブ ニューヨーク メロン アズ デポジタリー バンク フォー デポジタリー レシート ホルダーズは、

　　　  ADR（米国預託証券）の受託機関であるニューヨーク メロン銀行の株式名義人であります。
３. 上記の他、自己株式２,２４７千株を保有しております。

 

 

１２ 

当社は、２００４年３月期に利益配分に関する基本方針を定めており、年間配当金１８円を下限とし、連結配当性向の３０％以上としております。ただし特
殊要因がある場合には、これを加減算した調整後の連結当社株主に帰属する当期純利益を基に配当額を決定いたします。また、自己株式の取得につ
いては、機動的な資本政策の遂行、資本効率の向上を通じた株主利益の増加を目的として、株価動向等を考慮した上で検討していく所存であります。 

■ 利益配分と自己株式取得に関する基本方針

■ 株価の推移

高値 

始値 
終値 

安値 

黒色：始値＞終値 
白色：終値＞始値 
 

高値 

終値 
始値 

安値 

東京証券取引所における 
株価チャート 

２６,０００ 

２４,０００ 

２２,０００ 

２０,０００ 

１８,０００ 

１６,０００ 

１４,０００ 

１２,０００ 

１０,０００ 

８,０００ 

６,０００ 

（円） 
６,０００ 

５,５００ 

５,０００ 

４，５００ 

４,０００ 

３,５００ 

３,０００ 

２,５００ 

２,０００ 

１,５００ 

１,０００ 
２００６年１月 ２００７年１月 ２００８年１月 ２００９年１月 

（円） 

マキタの株価（左軸） 

日経平均（右軸） 



会社の概要

商 号  

 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

取締役 

社外取締役 

 

常務執行役員 

常務執行役員 

常務執行役員 

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

 
 海外営業担当 
兼海外営業本部長（欧州・中近東・アフリカ担当） 

生産担当兼生産本部長 
 海外営業担当 
兼海外営業本部長（米州・アジア・オセアニア担当） 

開発技術本部長（研究開発担当） 
 国内営業担当 
兼国内営業本部長（名古屋営業部担当） 

品質本部長 
 
開発技術本部長（製品開発担当） 
 
購買本部長 
 
管理本部長　 
 
株式会社ジェイテクト代表取締役 
 

神　崎　康　彦 

鳥　居　忠　良 

堀　　　司　郎 

加　藤　友　康 

浅　沼　　　正 

丹　羽　久　能 

冨　田　真一郎 

金　子　哲　久 

青　木　洋　二 

横　山　元　　 

常勤監査役 

常勤監査役 

監 査 役  

監 査 役  

 

 

（公認会計士） 

（弁護士） 

山 添 俊 仁  
久 恒 治 人  
中 村 雅 文  
近 藤 倫 行  

■ 会計監査人

あずさ監査法人（KPMGメンバーファーム） 

取締役

監査役

■ 取締役および監査役

本社所在地  愛知県安城市住吉町３丁目１１番８号 

〒４４６-８５０２ 

TEL ０５６６-９８-１７１１（代表） 

ホームページアドレス　http://www.makita.co.jp/

創 業  

設 立  

資 本 金  

主な事業内容 

１９１５年（大正４年）３月２１日 

１９３８年（昭和１３年）１２月１０日 

２４２億５６１万円 

電動工具、エア工具、園芸用機器、 

家庭用機器等の製造・販売 

連結子会社  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

持分法適用会社 

工 場  

 

 

従 業 員 数  

４７社（国内２社、海外４５社） 

主要な子会社 

マキタU. S. A. Inc. 

マキタ・コーポレーション・オブ・アメリカ 

マキタ（U.K.）Ltd. 

マキタ・マニュファクチュアリング・ヨーロッパ Ltd.（英国） 

マキタ・ヴェルクツォイク G.m.b.H.（ドイツ） 

ドルマー G.ｍ.b.H.（ドイツ） 

マキタ S. p. A.（イタリア） 

マキタ Oy（フィンランド） 

牧田（中国）有限公司 

牧田（昆山）有限公司 

株式会社マキタ沼津 

１社（国内） 

国内２ヶ所 

海外７ヶ所（中国２ヶ所、米国、ブラジル、英国、 

ドイツ、ルーマニア） 

連結１０,１３１人 

単独 ２,９２６人 

 

（注）久恒治人、中村雅文、近藤倫行の３氏は社外監査役であります。 

（２００９年９月３０日現在） 

（注）※印は代表取締役であります。 

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

執 行 役 員  

国内営業本部長（東京営業部担当） 

国内営業本部長（大阪営業部担当） 

マキタU.S.A.Inc. 責任者 

ドルマーG.m.b.H. 責任者 

牧田（中国）有限公司  責任者 
牧田（昆山）有限公司  責任者 

益　子　善　次 
日　向　敏　夫 
岡　本　　　啓 
木　島　民　郎 

横　山　　　修 

■ 執行役員

取締役社長
 

※ 後　藤　昌　彦 

１３ 



１４ 

株主メモ

事 業 年 度

定時株主総会

単 元 株 式 数

株主確定基準日

株主名簿管理人

同事務取扱場所

郵便物送付先

（電話照会先）

公 告 方 法

電子公告掲載アドレス

上場証券市場

ホームページを通じて、企業活動や製品に関する詳しい

情報をご覧いただけます。 

【製品情報】 

新製品のご案内、電動工具、エア工具、ホーム用電動工具、

園芸用機器等の各種カタログのほか、電動工具を使って

できる工作特集や取扱説明書がご覧いただけます。 

【企業情報】 

当社の概要や沿革などがご覧いただけます。 

【投資家情報】 

業績の推移、決算情報、プレスリリースのほか決算発表予

定日などの情報をタイムリーに提供しております。 

４月１日から翌年３月３１日まで 

６月 

１００株 

１）定時株主総会、期末配当金　３月３１日 

２）中間配当金　　　　　　　　９月３０日 

中央三井信託銀行株式会社 

〒１０５-８５７４　東京都港区芝三丁目３３番１号 

〒４６０-８６８５　名古屋市中区栄三丁目１５番３３号 

中央三井信託銀行株式会社　名古屋支店証券代行部 

〒１６８-００６３　東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

中央三井信託銀行株式会社　証券代行部 

電話　０１２０-７８-２０３１（フリーダイヤル） 

取次事務は中央三井信託銀行株式会社の本店

および全国各支店ならびに日本証券代行株式会

社の本店および全国各支店で行っております。 

電子公告 

http://www.makita.co.jp/ir/index1.htm 

国内：東京、名古屋　証券コード　６５８６ 

海外：米国ナスダック　証券コードMKTAY

【お知らせ】
１．住所変更、単元未満株式の買取・買増等のお申出先について 
株主様の口座のある証券会社にお申出ください。なお、証券会社に口座が
ないため特別口座が開設されました株主様は、特別口座の口座管理機関
である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。 

２．未払配当金の支払いについて 
株主名簿管理人である中央三井信託銀行株式会社にお申出ください。 

３．株主様のご住所・お名前に使用する文字に関してのご案内 
株券電子化に伴い、株主様のご住所・お名前の文字に、株式会社証券保管
振替機構（ほふり）が振替制度で指定していない漢字等が含まれている場
合は、その全部または一部をほふりが指定した文字またはカタカナに変換
して、株主名簿にご登録いたしております。このため、株主様にご送付する
通知物の宛先が、ほふりが指定した文字に置換えられる場合がありますの
でご了承ください。株主様のご住所・お名前として登録されている文字に
ついては、お取引の証券会社等にお問い合せください。 

４．上場株式配当等の支払いに関する通知書について 
租税特別措置法の平成２０年改正（平成２０年４月３０日法律第２３号）により、
平成２１年１月以降にお支払いする配当金について株主様あてに配当金額
や源泉徴収税額等を記載した「支払通知書」を送付することが義務づけら
れました。 
配当金領収証にてお受取りの株主様は年末または翌年初めに「支払通知書」
を送付いたしますのでご覧ください。口座振込を指定されている株主様
は配当金支払いの際送付しております「配当金計算書」が「支払通知書」
となります。なお、両書類は確定申告を行う際その添付資料としてご使用
いただくことができます。 

■ ホームページのご案内

▲マキタ トップページ ▲投資家向け情報サイト 
http://www.makita.co.jp/ir/index.htmlhttp://www.makita.co.jp/



〒446-8502愛知県安城市住吉町3丁目11番8号
Tel:0566-98-1711（代表）Fax:0566-98-5580
マキタホームページ　http://www.makita.co.jp/

　平成２１年１月５日（月）から、上場会社の株券電子化が実施される予

定です。これに伴い、上場会社の株券はすべて無効となり、株主様の

権利は電子的に証券会社等の金融機関の口座で管理されることにな

ります。各種手続きのお取扱いは次のとおりとなります。 

１．未払配当金のお取扱い 

従来どおり、株主名簿管理人（中央三井信託銀行）でお取扱いたしま

す。 

２．住所変更、単元未満株式の買取・買増、配当金受取方法の指定等の

お取扱い 

株券を証券保管振替機構（ほふり）に預けられているかどうかで、お

取扱いが異なります。 

①株券を“ほふり”に預けられている株主様：お取引証券会社等 

※お取扱い開始は、株券電子化施行日（平成２１年１月５日）以降

となります。 

②株券を“ほふり”に預けられていない株主様：特別口座を開設

する下記口座管理機関 

※お取扱い開始は、特別口座に記載される予定日の平成２１年１

月２６日（月）以降となりますので、ご了承ください。 

  

記 

口座管理機関　中央三井信託銀行株式会社 

　　　　　　　（東京都港区芝三丁目３３番１号） 

同ご照会先　　中央三井信託銀行株式会社　証券代行部 

　　　　　　　〒１６８-００６３　東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

8０１２０-７８-２０３１ 

同取次窓口　　中央三井信託銀行株式会社　全国各支店 

　　　　　　　日本証券代行株式会社　本店および全国各支店 

株券電子化後の各種手続きのお取扱い機関についてのご案内

株券を“ほふり”に預けられている株主様 

＜施行日前＞ 

“ほふり”における取次ぎ停止期間 

買取請求：平成２０年１２月２２日（月）から平成２０年１２月３０日（火）まで 

買増請求：平成２０年１２月１１日（木）から平成２０年１２月３０日（火）まで 

詳細は、お取引証券会社等にご確認ください。 

＜施行日後＞ 

買取請求・買増請求ともに、平成２１年１月５日（月）から証券会社等で

お取扱いを再開します。

株券を“ほふり”に預けられていない株主様 

１．買取請求：受付期間が平成２０年１２月２５日（木）から平成２１年１月４日

（日）（実質平成２０年１２月３０日（火））までの買取請求に伴う買取代

金のお支払いは、平成２１年１月２６日（月）とさせていただきます。（買

取価格は、ご請求日の終値となります。） 

また、平成２１年１月５日（月）から平成２１年１月２５日（日）までの間は、

受付を停止します。 

２．買増請求：平成２０年１２月１２日（金）から平成２１年１月２５日（日）まで

の間、受付を停止します。 

 

 

特別口座から一般(ほふり)口座への振替請求について 

　平成２１年１月５日（月）から平成２１年１月２５日（日）までの間は、受付

を停止します。 

配当金受取方法について 

　従来の配当金振込口座のご指定方法のほかに、あらかじめ登録され

た一つの預金口座や証券会社の口座で株主様の保有しているすべて

の銘柄の配当金のお受取りが可能になります。詳細は、お取引証券会

社等にお問い合わせください。 

株券電子化実施前後の単元未満株式の買取・買増請求のお取扱いについて

その他　株券電子化後のご案内

郵便物送付先 
電話照会先 


